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(57)【要約】
【課題】部品点数、組立て工程の増大を抑止・低減し、
低コスト化を図る装置の提供。
【解決手段】単体で走査機構可能なバックライト部２を
液晶表示部と整合して配置し、両者を同期させて表示画
像を得るものであり、バックライト部２は複数の走査電
極群を有し、発光色の異なる発光層群を有し、発光色は
バックライト面内で空間的に分離されており、異なる発
光色の複数の発光層を単位として走査する。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶表示装置用の放電型のバックライトにおいて、
　走査発光を開始する隣接走査線が発光していない放電発光領域の表示発光領域外側に隣
接して、少なくとも走査発光を開始する直前に、放電を発生させる補助放電領域を有する
、ことを特徴とするバックライト。
【請求項２】
　前記補助放電領域は、走査放電発光期間中、常時、放電を維持する、ことを特徴とする
請求項１記載のバックライト。
【請求項３】
　前記補助放電領域に放電を発生させるための補助放電電極の面積が、走査放電発光する
ための電極の面積より小さい、ことを特徴とする請求項１記載のバックライト。
【請求項４】
　前記補助放電電極上を被覆する誘電体層の厚さが走査放電発光するための電極を被覆す
る誘電体層の厚さよりも厚い、ことを特徴とする請求項１記載のバックライト。
【請求項５】
　前記補助放電領域周辺には蛍光体が配置されていないことを特徴とする請求項１乃至４
のいずれか一に記載のバックライト。
【請求項６】
　走査を開始する放電発光領域の外側に隔壁が配置されており、常時、放電を維持してい
る領域の放電発光の走査発光領域への侵入が低減される、ことを特徴とする請求項１乃至
５のいずれか一に記載のバックライト。
【請求項７】
　走査発光を開始する領域が、表示領域の外側に配置されていることを特徴とする請求項
１に記載のバックライト。
【請求項８】
　走査発光を開始する放電電極が、前記表示領域の外側に配置されている、ことを特徴と
する請求項１記載のバックライト。
【請求項９】
　第１のガラス基板と第２のガラス基板を備え、前記第１、第２のガラス基板の少なくと
も一方が誘電体で覆われた電極を配置し、
　前記第１、第２の基板間に形成される空間にガスを封入し周辺部を封止し、前記電極間
に電圧を印加して前記基板間の空間に放電を発生させ、前記第１、第２の基板間に配置さ
れた蛍光体を励起発光させる平面放電型バックライトの駆動方法において、
　前記放電を発生させる少なくとも一方の電極を複数の帯状電極によって構成し、
　前記帯状電極のうち放電発光させる領域の走査放電発光期間にＤＣ（直流）電圧を印加
し、他方の電極に正弦波または矩形波を印加する、
　ことを特徴とするバックライトの駆動方法。
【請求項１０】
　前記帯状電極に印加するＤＣ電圧を走査することで放電発光領域を走査する、ことを特
徴とする請求項９記載のバックライトの駆動方法。
【請求項１１】
　前記帯状電極に印加するＤＣ電圧値を変化させることにより、走査放電発光強度を変化
させる、ことを特徴とする請求項９記載のバックライトの駆動方法。
【請求項１２】
　前記ＤＣ電圧を印加する帯状電極の数を変化させることで走査発光領域幅を変化させる
、ことを特徴とする請求項９記載のバックライトの駆動方法。
【請求項１３】
　一方の電極に印加される交流電圧の周波数を変化させることによりバックライトの輝度
を変化させる、ことを特徴とする請求項９記載のバックライトの駆動方法。
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【請求項１４】
　液晶表示部と、請求項１乃至８のいずれか一に記載のバックライトを有し、前記バック
ライト走査と前記液晶表示部の走査が同一周期で行われる、ことを特徴とする液晶表示装
置。
【請求項１５】
　２枚の基板上の少なくともいずれかに、走査電極、共通電極、及び蛍光層を形成する工
程と、
　前記２枚の基板上のいずれかに複数の区画を有するシール層を形成する工程と、
　前記２枚の基板を張り合わせてシール区画毎に切断し、ガス封入を行うことで、一括に
複数のバックライトを作成する工程と、
　を含む、ことを特徴とするバックライトの製造方法。
【請求項１６】
　２枚の基板上の少なくともいずれかに、走査電極、共通電極、及び蛍光層を形成する工
程と、
　前記２枚の基板上のいずれかに複数の区画を有するシール層を形成する工程と、
　前記２枚の基板を張り合わせてガス封入しシール区画毎に切断を行うことで、一括に複
数のバックライトを作成する工程と、
　を含む、ことを特徴とするバックライトの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、情報を表示する液晶表示装置に関し、特に、液晶表示装置のバックライトと
その駆動方法並びに製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、液晶表示装置（Liquid　Crystal　Display、「ＬＣＤ」という）の表示性能の向
上、大画面化には目覚しいものがある。大型画面のＬＣＤはパーソナルコンピュータ用モ
ニタ等として用いられている。大型画面ＬＣＤの技術を展開した液晶テレビの開発も活発
に行われている。
【０００３】
　このようなテレビ用途では、ＬＣＤの動画表示性能向上が強く求められる。現在のＬＣ
Ｄの動画表示が不満足な原因は、二つに集約できる。
【０００４】
　第１には、液晶素子の応答速度が遅いことである。
【０００５】
　第２には、ＬＣＤを用いた表示が定常照明光で行われていることである。
【０００６】
　以下、この第２の原因を説明する。通常、動画表示が行われているＣＲＴ（Cathode Ra
y Tube）や映画などは、画面と次の画面の間に非表示の期間が設けられている。
【０００７】
　ＣＲＴでは、電子線が蛍光体上を走査して画面を構成している。このため、ある画素の
蛍光は走査後には蛍光が発生消失し、次の画面走査期間まで蛍光が発生しない。
【０００８】
　また、映画の場合には、画面と次の画面の間にフィルム送りの期間があるため、この間
は照明光を塞ぐのが普通である。
【０００９】
　一方、ＬＣＤでは、バックライトからの光が定常的に照射されているため、画面と次の
画面の間に非表示期間が存在しない。このため、ＬＣＤで動画表示を行っても、動画像が
ぶれるように見える。
【００１０】
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　これを解決する手段として、バックライト光を液晶ディスプレイ画面走査と同期させる
方式が提案されている。例えば文献（「ファスト・レスポンス・リキッド・クリスタル・
ディスプレイ」たいら等、AM-ＬＣＤ　98　ページ113-116）に述べられている。この場合
にはバックライトはＬＥＤ（発光ダイオード）アレイよりなり、ＬＣＤ走査と同期して順
次点灯される。これにより、擬似的にＣＲＴのような走査画面を形成し、動画表示性能を
向上させている。
【００１１】
　例えば特開平９－２５８２２７号公報には、蛍光層を具備した液晶表示装置用のバック
ライト組立体において、液晶パネルに相応する長さを有し、平行に積層された複数の冷陰
極蛍光管と、冷陰極蛍光管の端部と結合され蛍光管を支持する一対の支持プレートとを備
え、冷陰極蛍光管は、順次点灯されてスクリーン上に連続する画像を形成し、蛍光層の蛍
光体を励起するために、３８０乃至４２０ｎｍの波長にあたる紫色光を放出する構成が開
示されている。
【００１２】
　また特開平１０－１０９９７号公報には、アクリル樹脂からなる透明な導光板の上に複
数のＲＧＢ単色線状光源を、スキャンライン方向に延びるように配置し、ＲＧＢ単色線状
光源の幅は液晶表示パネルの数十水平画素ライン分に相当するバックライト装置を有する
表示装置において、表示パネルの水平画素ラインが走査選択される際に、駆動ラインに対
応した線状光源をその色信号に対応した色の光を発するようにする駆動方法が開示されて
いる。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　これら、バックライト光を液晶ディスプレイ画面走査と同期させる構成の問題点は、部
品点数が増加し、コスト高になることである。
【００１４】
　すなわち、ＬＥＤを用いた場合には、バックライト表面に多数のＬＥＤを配置しなけれ
ばならず、部品点数、組立て工程が増加する。特に、大型画面ＬＣＤの場合には深刻な問
題となる。
【００１５】
　さらに、冷陰極管を複数本用いた場合でも、画面サイズが増加するにつれて冷陰極管数
も増加する。このため、同様に大型画面ＬＣＤではバックライトの価格が増加する。
【００１６】
　以上のように、従来走査型バックライトを構成する場合には、動画表示性能は向上する
ものの、バックライトコストが高く、低コスト化できないという問題点を有していた。
【００１７】
　したがって、本発明が解決しようとする課題は、部品点数、組立て工程の増大を抑止・
低減し、低コスト化を図る液晶表示装置とバックライト、駆動方法と製造方法を提供する
ことにある。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　上記課題を解決するための手段を提供する本発明の一つのアスペクトに係る液晶表示装
置は、液晶表示部と、バックライト部とを備え、前記バックライト部が複数の走査電極を
備え、前記バックライト部が発光色の異なる発光層群から構成され、前記バックライト部
において前記発光色はバックライト面内で空間的に分離されており、異なる発光色の複数
の発光層を単位として走査する手段を備えている。
【００１９】
　本発明においては、前記バックライト部における走査方向の各発光色の発光時間を変化
させることで走査領域の色調を変化させるように構成してもよい。
【００２０】



(5) JP 2008-139889 A 2008.6.19

10

20

30

40

50

　本発明においては、前記バックライト部の画面走査幅が、前記液晶表示部の画面走査幅
よりも幅広としてもよい。
【００２１】
　本発明においては、前記バックライト部の走査位相を前記液晶表示部の走査位相よりも
遅らせるように制御する手段を備えた構成としてもよい。
【００２２】
　本発明においては、走査方向の領域の発光時間を変化させることによって当該走査領域
の最大輝度を変化させるように制御する手段を備えた構成としてもよい。
【００２３】
　本発明においては、前記液晶表示部と前記バックライト部との間に、光拡散層、及び／
又は、単層又は複数層のプリズム層を備えた構成としてもよい。あるいは、液晶表示部と
バックライト部との間にＥＭＩ（ElectroMagnetic　Interference）対策フィルタ層、赤
外線吸収層、又は反射フィルタ層を有する構成としてもよい。
【００２４】
　本発明においては、前記液晶表示部の走査線と信号線の端子取り出し辺と、前記バック
ライト部の走査電極用端子取り出し辺が互いに異なる構成としてもよい。
【００２５】
　本発明の別のアスペクトに係るバックライトは、第１の基板と第２の基板との間隙にガ
スを封入し周辺部を封止し、前記第１の基板上に共通電極を有し、前記第２の基板に複数
の走査電極を有し、電極間に電圧を印加して前記第１、第２の基板間の空間に放電を発生
させ、前記第１、第２の基板間に配置された蛍光体を励起発光させる平面型バックライト
において、前記共通電極がバックライト発光面全体に同電位となるように形成された電極
であり、前記走査電極を順次選択する手段を有する。
【００２６】
　本発明の別のアスペクトに係る液晶表示装置用放電型バックライトは、走査発光を開始
する隣接走査線が発光していない放電発光領域の表示発光領域外側に隣接して、少なくと
も走査発光を開始する直前に放電を発生させる補助放電領域を有する。前記補助放電領域
は、走査放電発光期間中常時放電を維持する。前記補助放電領域に放電を発生させるため
の補助放電電極の面積が、走査放電発光するための電極の面積より小さい。あるいは、前
記補助放電電極上を被覆する誘電体層の厚さが走査放電発光するための電極を被覆する誘
電体層の厚さよりも厚い。
【００２７】
　前記放電を発生させる少なくとも一方の電極が複数の帯状の電極によって構成されてお
り、
　本発明の別のアスペクトに係る液晶表示装置用バックライトの駆動方法は、第１のガラ
ス基板及び第２のガラス基板を備え、前記第１、第２のガラス基板の少なくとも一方が誘
電体で覆われた電極を配置し、前記基板間に形成される空間にガスを封入し周辺部を封止
し、前記基板間の空間に上記電極間に電圧を印加して放電を発生させ、前記基板間に配置
された蛍光体を励起発光させる平面放電型バックライトにおいて、前記放電を発生させる
少なくとも一方の電極が複数の帯状の電極によって構成されており、前記帯状電極のうち
放電発光させる領域の走査放電発光期間にＤＣ（直流）電圧を印加し、他方の電極に正弦
波または矩形波を印加する。
【００２８】
　本発明の別のアスペクトに係るバックライトの製造方法は、２枚の基板上のいずれかに
走査電極、共通電極、蛍光層を有し、複数の区画を有するシール層を形成し、前記２枚の
基板を張り合わせてシール区画毎に切断しガス封入を行うことで、一括に複数のバックラ
イト部を作成する。あるいは、前記２枚の基板を張り合わせてガス封入しシール区画毎に
切断を行うことで、一括に複数のバックライト部を作成する。
【発明の効果】
【００２９】
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　本発明によれば、バックライト部に走査電極を作り込み、発光部位をバックライト面上
を走査する構成としたことにより、部品点数を削減し、製造プロセスの簡易化、コストの
低減を図ることができる、という顕著な効果を奏する。また、本発明によれば、バックラ
イトから放出される照明光を走査し、非表示期間を設けることにより、動画表示性能を向
上している。
【００３０】
　本発明によれば、一定期間内に、液晶表示部は１回の画面走査を、バックライト部は複
数回の画面走査を行うことで、フリッカーを防止することができる。
【００３１】
　また本発明に係るバックライトにおいては、対向する電極間の放電空間側に、このよう
な突起を設けることにより、種となる放電の発生する場所及び強い放電の発生する場所を
制御することができ、均一かつ安定した放電を実現することを可能としている。
【００３２】
　本発明に係るバックライトによれば、走査領域に隣接して、補助放電領域を形成し、こ
の補助放電領域では、先頭の走査領域に放電を発生させる直前に、放電を発生させるか、
あるいは常時、放電を維持し、放電の種となる励起原子分子あるいは電子やイオンを供給
することにより、他の走査領域と同様に安定且つ速やかに立ち上がる放電を発生させるこ
とができる。
【００３３】
　また、本発明に係るバックライトにおいては、バックライトの走査発光領域に冗長性を
持たせることで、バックライトを用いて走査駆動を行う液晶表示パネルの表示特性を高い
信頼性で実現することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３４】
　本発明の実施の形態について説明する。本発明に係る液晶表示装置の一実施の形態にお
いて、液晶表示部と、液晶表示部に照明光を供給するバックライト部を備え、バックライ
ト部が複数の走査電極を有し、液晶表示部の画面走査とバックライト部の画面走査を同一
周期で行うものである。より詳細には、図１に示すように、バックライト部２に走査電極
３を作成し、バックライト面上を走査することで（図１の「バックライト走査」の矢線参
照）、選択された走査電極３の領域が発光する構成としている。かかる構成により、部品
点数の削減を達成している。また、バックライト部２から放出される照明光を走査するに
あたり、非表示期間を設けることにより、動画表示性能を向上している。
【００３５】
　図１に示す実施の形態においては、バックライト部２の走査方向と液晶表示部１の走査
方向は同一方向とされている。しかしながら、バックライト部２の走査方向と液晶表示部
１の走査方向は必ずしも一致させる必要はない。すなわち、本発明に係る液晶表示装置に
おいては、例えば図２に示すように、バックライト部２の走査方向（「バックライト走査
」の矢線参照）と液晶表示部１の走査方向（「液晶表示部走査」の矢線参照）が直交して
いてもよい。以上のような構成でも、同様の効果を得ることができる。
【００３６】
　本発明の第２の実施の形態において、液晶表示装置は、液晶表示部とバックライト部か
らなり、バックライト部が複数の走査電極を有し、液晶表示部の画面走査期間とバックラ
イト部の画面走査期間が等しく、バックライト部の画面走査をｎ回行う期間に液晶表示部
の画面走査を１回行う構成とされる。
【００３７】
　この実施の形態を、ｎ＝２を例に、図３を用いて説明する。図３では、液晶表示部１と
バックライト部２の画面走査期間は同一である。また、バックライト部２が２回の画面走
査を行う間（図３（ｂ）参照）に、液晶表示部１は１回の画面走査を行っている（図３（
ａ）参照）。このため、液晶表示部１の表示画面には、２回のバックライト画面の走査毎
に、同じ情報が表示される。
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【００３８】
　一般に、液晶表示部の画面走査は６０Hz程度の低速で行われる。液晶表示部１とバック
ライト部２の画面走査を、この周波数（６０Hz）で同期して行うと、６０Hzでの表示信号
の輝度分布が現れる。これは、表示画面を見る者に、一部フリッカーとして認知される。
このため、液晶表示部１とバックライト部２の走査を同期して、２倍の速度で行えば、フ
リッカーを防ぐことができる。
【００３９】
　また、本発明のように、１２０Hzに対応する期間で、液晶表示部１とバックライト部２
の走査を行い、この後、液晶表示部１の画面走査を休止し、バックライト部２のみの画面
走査を行っても、フリッカーを防止することが可能である。
【００４０】
　以上、ｎ＝２の場合、すなわち、一定期間内に液晶表示部１は１回の画面走査を、バッ
クライト部２は２回の画面走査を行う例を説明した。
【００４１】
　一定期間内に、液晶表示部１は１回の画面走査を、バックライト部２は多数回の画面走
査を行っても、同様にフリッカーを防止することができる。
【００４２】
　本発明の第３の実施の形態に係る液晶表示装置は、バックライト部が発光色の異なる発
光層群から構成され、バックライト部の走査電極が複数の走査電極群から構成されるバッ
クライト部の走査機構を有する。
【００４３】
　本発明の第４の実施の形態に係る液晶表示装置は、発光色がバックライト面内で空間的
に分離されて配置されており、各発光色を独立に走査する。図４を参照して、この実施の
形態について説明する。
【００４４】
　図４に示す例では、バックライト部２の蛍光色は、横ストライプで、各発光色が３本お
きに、３種類（赤、緑、青）用意されている。この１本の横ストライプの発光色を走査単
位としている。
【００４５】
　図４に示す例では、走査単位１、４、７が赤、２、５、８が緑、３、６、９が青となる
ように配置されている。なお、図４では、単に、図面作成の都合で、赤、緑、青の発光色
を図柄で表している。
【００４６】
　図５を用いて、この実施の形態の走査タイミングを説明する。図５に示すように、液晶
表示部１を画面走査した後（図５（ａ）参照）、バックライト部２を、走査単位番号１→
４→７の順に走査して赤表示を完了し、更に、２→５→８と緑表示を走査し、３→６→９
と青表示を走査する（図５（ｂ）参照）。これにより、フルカラー表示を行う。
【００４７】
　本発明の第５の実施の形態において、発光色がバックライト面内で空間的に分離されて
おり、異なる発光色の複数の発光層を単位として、走査する。これを図４を例に説明する
。図４での走査を、（１，２，３）を組にして発光させる。この後、（４，５，６）を発
光させ、（７，８，９）と発光させる。
【００４８】
　以上のようにすることにより、赤/緑/青の隣接した横ストライプの発光を行い画面走査
することが可能である。
【００４９】
　また、（１，２，３）を発光させた後、（２，３，４）、（３，４，５）と発光させる
ことも可能である。
【００５０】
　さらに、この実施の形態においては、図６に、バックライトの走査単位４として示すよ
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うに、異なる発光色の組を１走査単位として、駆動することも可能である。この場合、図
６の走査番号順に、１，２，３，４，５，６，７，８，９の順に発光させる。
【００５１】
　次に本発明の第６の実施の形態について説明する。この実施の形態では、走査方向の領
域の各発光色の発光時間を変化させることによって、当該走査領域の色調を変化させる。
【００５２】
　図３に示す構成では、１走査単位が、単色発光を有している。このため、画面の赤表示
を強調する場合、発光時間を長くすることで達成できる。このように、各色の発光時間を
調整することによって、望みの色調の画面を作り出すことが可能である。
【００５３】
　次に本発明の第７の実施の形態について説明する。この実施の形態では、液晶表示部の
画面走査幅がバックライト部の画面走査幅より狭い構成とされている。図６は、この実施
の形態の構成を説明するための図である。図６に示す構成では、バックライト部２の画面
走査幅は、液晶表示部１の画面走査幅より大きく設定されている。この実施の形態によれ
ば、バックライト部２に不必要な微細加工を施すことなく、安価な製造工程でバックライ
ト部２を作成することが可能である。
【００５４】
　本発明の第８の実施の形態について説明する。この実施の形態において、バックライト
部の画面走査幅が液晶表示部の画面走査幅の概ね整数倍である。前記第７の実施の形態で
は、バックライト部２の画面走査幅が液晶表示部１の画面走査幅よりも大きい。しかしな
がら、液晶表示部１とバックライト部２の両画面の走査の同期を取る必要が生じる。これ
を簡易に実行するために、バックライト部２の画面走査幅を、液晶表示部１の画面走査幅
の整数倍とする。このようにすれば、一方の走査信号を逓倍することで、他方の走査信号
を作り出し、同期させることが可能である。
【００５５】
　次に本発明の第９の実施の形態について説明する。この実施の形態において、バックラ
イト部の画面走査が、液晶表示の画面走査より先行して行われる。図７は、この実施の形
態を説明するための図である。バックライト部と液晶表示部とを同期させる場合には、同
一の周波数で同一の位相関係で走査される。図７において、バックライト部走査位置１（
図７（ｂ）参照）と、液晶表示部走査位置（図７（ａ）参照）は同じ位相関係にあり、位
相遅れは零である。
【００５６】
　しかしながら、一般に、バックライト部の点灯に要する応答時間は、液晶表示部の応答
時間よりも短い。このため、バックライト部と液晶表示部の走査位置が一致している場合
には（図７（ｂ）参照）、十分に液晶表示部が応答する前に、バックライト照明が行われ
ることになる。
【００５７】
　そこで、この実施の形態においては、図７のバックライト部走査位置２（図７（ｃ）参
照）のように、バックライト部の走査位相を、液晶表示部の走査位相から遅らせる。かか
る構成によれば、十分に液晶表示部が応答した後に、バックライト光を供給することが可
能となる。これにより、より明瞭な画像を得ることができる。この実施の形態は、図１に
示す走査（液晶表示部走査とバックライト走査方向が一致）する場合のみならず、図２に
示す走査（液晶表示部走査とバックライト走査方向が直交する）にも適用可能である。
【００５８】
　次に本発明の第１０の実施の形態について説明する。この実施の形態において、液晶表
示部は単純マトリクス駆動されている。単純マトリクス駆動液晶は、走査線本数が増加す
るにつれてコントラスト比が低下することがよく知られている。単純マトリクス駆動では
、画面走査時に非選択走査線上の画素に、余分な電圧が印加されることが、低コントラス
トの原因となっている。
【００５９】
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　しかしながら、本発明においては、液晶表示部において、選択された走査線付近の画素
にのみ表示照明光がバックライト部から供給され、非選択走査線上の画素には、表示照明
光が供給されない。このため、低コントラストの原因となる非選択走査線上の画素からの
表示輝度が低下し、単純マトリクス駆動液晶表示装置のコントラスト比を向上させること
ができる。
【００６０】
　例えば、走査線１０００本の液晶表示装置を例に説明する。この液晶表示装置をデュー
ティー１０００で単純マトリクス駆動させると、そのコントラスト比は、著しく低いもの
となる。
【００６１】
　一方、液晶表示部の走査線幅１０本相当の幅で、バックライト光を走査すれば（バック
ライト部の走査電極を駆動制御する）、デューティー１０程度の単純マトリクス駆動させ
たコントラスト比となる。以上のように、本発明によれば、単純マトリクス駆動液晶でも
高いコントラスト比を達成することができる。
【００６２】
　次に本発明の第１１の実施の形態について説明する。この実施の形態の液晶表示装置に
おいては、走査方向の領域の発光時間を変化させることによって、当該走査領域の最大輝
度を変化させている。バックライト部の走査線選択時間を、走査線すべてに同一に割り当
てる必要はない。例えば画面中央部のバックライト部の走査線選択時間を長く割り当てれ
ば、画面中央部の輝度を上げることができる。以上のようにして、画面全体の輝度分布を
可変自在に設定することができる。
【００６３】
　次に本発明の第１２の実施の形態について説明する。この実施の形態において、液晶表
示装置は、バックライト部と液晶表示部の間に、光拡散層とプリズム層の少なくとも一つ
を備えている。
【００６４】
　バックライト部の走査電極を設けると、走査電極間の領域は、発光し難くなる。このた
め、画面全体に均一な照明光が得られなくなる。
【００６５】
　そこで、この実施の形態においては、図８に示すように、光拡散層６を、バックライト
部２と液晶表示部１との間に設け、バックライト部２からのバックライト光を面内方向に
拡散させる。かかる構成により、走査電極間に対応する位置に、均一な照明が得られる。
【００６６】
　また、液晶表示部１とバックライト部２を重ねた場合には、モアレ縞が生じる。これは
、液晶表示部１の画素とバックライト部２の走査電極の位置不整合や両者のピッチが異な
ることが原因である。
【００６７】
　この問題を解消するために、光拡散板６を配置すれば、モアレ縞等を効果的に防ぐこと
ができる。
【００６８】
　また、一般に、バックライト部２からの光は、完全拡散光であることが多い。
【００６９】
　この実施の形態において、図９に示すように、単数あるいは複数のプリズム層７を設け
て、完全拡散光を指向性のある光にすることができる。
【００７０】
　この場合も、プリズム７のピッチとバックライト部２の走査電極ピッチと液晶表示部１
の画素ピッチのために、モアレ縞が発生する場合がある。これを回避するために、プリズ
ム層と、光拡散層を組み合わせて使用する構成としてもよい。
【００７１】
　プリズム層と、光拡散層を用いる、この実施の形態においては、図１０に例示するよう
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に、バックライト部２、プリズム層７、光拡散層６、液晶表示部１の順に積層する。
【００７２】
　次に本発明の第１３の実施の形態について説明する。この実施の形態において、バック
ライト部からの光は、ガス放電からの光である。この場合、放電は、複数の走査電極と共
通電極間で発生する。また、バックライト部の内部を複数の仕切りに区切り、異なるガス
種を封入することにより、複数の発光色を生成できる。
【００７３】
　次に本発明の第１４の実施の形態について説明する。この実施の形態において、バック
ライト部２からの光は、ガス放電からの励起光で励起した蛍光体からの蛍光である。この
場合、放電は、複数の走査電極と共通電極間で発生させる。バックライト部内に単一のガ
スを封入する。また、蛍光体を印刷などで塗り分けることにより、異なった発光色を得る
ことができる。
【００７４】
　次に本発明の第１５の実施の形態について説明する。この実施の形態において、バック
ライト部からの光は、ガス放電からの光であり、この光が、液晶表示部を通過後、蛍光体
に入射する。この場合、液晶表示部の前面に蛍光体層を配置する。この蛍光体層は、面内
方向に異なる発光色の蛍光体を塗り分ける。これにより、フルカラー表示を行うことが可
能である。
【００７５】
　次に本発明の第１６の実施の形態について説明する。この実施の形態において、バック
ライト部からの光は、真空中で電子を加速して、蛍光体に入射させることにより得られる
光である。本発明においては、バックライト部が真空を保っており、電子源を走査できる
走査電極を有する。また、電子源からの電子線は、蛍光層に導かれるように配置する。蛍
光層を塗り分ければ、平面内で発光色の異なるバックライト部が得られる。
【００７６】
　次に本発明の第１７の実施の形態について説明する。この実施の形態において、バック
ライト部からの光は、エレクトロルミネッセンス光である。本発明においては、有機物あ
るいは無機物からなる電界発光素子をバックライトとして用いる。電界発光素子の発光層
を面内で塗り分けることにより、面内で発光色を分けることができる。さらに、走査電極
群と、これを駆動する機構を設けることで、走査可能なバックライト部を得ることができ
る。
【００７７】
　次に本発明の第１８の実施の形態について説明する。この実施の形態において、液晶表
示装置は、液晶表示部とバックライト部との間にＥＭＩ（ElectroMagnetic　Interferenc
e）対策フィルタ層を有する。
【００７８】
　バックライト部は、種類によらず、電磁障害を起こすのが通例である。このため、液晶
表示部にノイズ等が混入し、表示障害の原因となる。特に、上記した実施の形態では、走
査電極を設けて走査するため、上記した表示障害は問題となる。そこで、この実施の形態
では、図１１に示すように、ＥＭＩ対策フィルタ層８を、バックライト部２と液晶表示部
１の間に配置し、表示障害を解消している。
【００７９】
　次に本発明の第１９の実施の形態について説明する。この実施の形態において、液晶表
示装置は、ＥＭＩ対策フィルタ層８を、液晶表示部１の内部に有する。ＥＭＩ対策フィル
タ層８として、網目状の導体が有効である。この網目状導体構造は、液晶表示部１を作成
する際の薄膜工程で容易に作成される。
【００８０】
　ＥＭＩ対策フィルタ層８を、液晶表示部１の外部に設ける場合には、両者のピッチズレ
によるモアレ縞が問題となる。
【００８１】
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　しかしながら、ＥＭＩ対策フィルタ層８を液晶表示部１の内部に有する本発明によれば
、液晶表示部１の画素を整合させるように、ＥＭＩ対策フィルタ層８を作成することがで
き、モアレ縞解消に効果的である。
【００８２】
　本発明の第２０の実施の形態について説明する。この実施の形態において液晶表示装置
は、図１２に示すように、少なくとも、バックライト部２、ＥＭＩ対策フィルタ層８、光
拡散層６、液晶表示部１を有し、この順序の配置構造を有する。
【００８３】
　ＥＭＩ対策フィルタ層８を液晶表示部１の外に設ける際には、ＥＭＩ対策フィルタ層８
の網目形状と液晶表示部１とのモアレ縞が発生する。このため、図１２に示すように、両
者の間に光拡散層６を設けることが有効である。
【００８４】
　次に本発明の第２１の実施の形態について説明する。この実施の形態において液晶表示
装置は、液晶表示部１とバックライト部２との間に、赤外線吸収あるいは反射フィルタ層
９を有する。
【００８５】
　一般に、バックライト部２は、可視光以外に、赤外線を同時に発生することが普通であ
る。このため、液晶表示部１の劣化あるいは過熱が生じ、問題となる場合もある。
【００８６】
　そこで、この実施の形態においては、図１３に示すように、赤外線を吸収あるいは反射
するフィルタ層９を、液晶表示部１とバックライト部２の間に設ける。かかる構成により
、液晶表示部１の過熱の発生を避けることができる。
【００８７】
　次に本発明の第２２の実施の形態について説明する。この実施の形態において液晶表示
装置は、液晶表示部の端子取り出し辺と、バックライト部の走査電極用端子取り出し辺が
異なる。図１４は、この実施の形態を説明するための図である。図１４を参照して、この
実施の形態について説明する。
【００８８】
　液晶表示部１は、走査線と信号線を外部回路に接続する必要がある。また、本発明の実
施の形態において、バックライト部２は走査電極線と共通電極線の取り出しが必要となる
。この両者を概ね位置整合させて、重ね合わせることが必要である。このため、従来の液
晶表示装置と比較して、複雑な配線取り出しが必要となる。
【００８９】
　そこで、この実施の形態では、液晶表示部１の四辺の一辺から、液晶表示部１の走査線
を取り出し、他の２辺から信号線を取り出し、バックライト部２の走査線は、これらの３
辺を避けて配置する。これにより、コンパクトな実装が可能となる。
【００９０】
　次に本発明の第２３の実施の形態について説明する。この実施の形態において、バック
ライトは、第１の基板と第２の基板の間隙にガスを封入し、周辺部を封止し、第１の基板
上に共通電極、第２の基板に複数の走査電極を有し、電極間に電圧を印加して基板間の空
間に放電を発生させ、基板間に配置された蛍光体を励起発光させる平面型バックライトで
あり、走査電極を順次選択する走査機構を有する。
【００９１】
　次に本発明の第２４の実施の形態について説明する。この実施の形態において、バック
ライトは、共通電極がバックライト発光面全体に同電位となるように形成された電極であ
る。図１５は、この実施の形態の構成を説明するための図である。図１５に示すように、
この実施の形態では、共通電極１４を、一方の基板２１の基板面全域に渡って設ける。基
板２２には、複数の走査電極３が形成され、基板２２の基板２１と対向する側に蛍光層５
を備えて、バックライト部２が構成されている。なお、図１５に示す例では、ガス層１２
の外側に共通電極１４が設けられているが、基板２１のガス層１２側に、共通電極を作成
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するようにしてもよい。
【００９２】
　次に本発明の第２５の実施の形態について説明する。この実施の形態において、バック
ライトは、共通電極及び走査電極が同一方向に走る複数の帯状の電極によって構成されて
いる。図１６は、この実施の形態の構成を説明するための図である。図１６に示すように
、基板２１上の複数本の共通電極１４は共通に接続されており、並置されている。基板２
２上には複数本の走査電極３が並置されている。
【００９３】
　図１７は、図１６のＡ-Ａ'線の断面図を示す図である。互いに並行する複数の共通電極
１４（帯状電極）を備えた基板２１と、複数の走査電極３を備えた基板２２と備え、基板
２１の基板２２に対向する面に蛍光層５を備え、基板２１、２２の間にガス層１２が封入
されている。
【００９４】
　この実施の形態において、帯状電極を走査駆動できるのであれば、図１８、図１９のよ
うな変形例であってもよい。
【００９５】
　図１８を参照すると、この変形例は、複数の走査電極３を備えた基板２２と、基板２２
の対向する面に、互いに並行する複数の共通電極１４（帯状電極）を備えた基板２１と備
え、基板２１の基板２２に対向する面には、共通電極１４を覆うように、蛍光層５が形成
されており、基板２１、２２の間にガス層１２が封入されている。
【００９６】
　また図１９を参照すると、この変形例は、複数の走査電極３を備え、走査電極を覆うよ
うに蛍光層５が形成されている基板２２と、基板２２に対向する面に、互いに並行する複
数の共通電極１４（帯状電極）を備えた基板２１と備え、基板２１の基板２２に対向する
面に共通電極１４を覆うように蛍光層５が形成されており、基板２１、２２の間にガス層
１２が封入されている。
【００９７】
　次に本発明の第２６の実施の形態について説明する。この実施の形態において、共通電
極及び走査電極が同一方向に走る複数の帯状の電極によって構成されており、両電極の位
置関係が半周期（半ピッチ）ずれている。前記した第２４の実施の形態では、走査電極間
の空間は放電が起こりにくい。
【００９８】
　そこで、この実施の形態では、図２０に示すように、共通電極１４と走査電極３の位置
が半周期（半ピッチ）ずれており、走査電極３は、共通電極１４の形成されていない領域
に対応する位置に形成されている。この実施の形態を、図１７、図１９に示した構成に適
用してもよい。
【００９９】
　次に本発明の第２７の実施の形態について説明する。この実施の形態において、共通電
極側あるいは走査電極側の少なくとも一方に形成される誘電体層上に、放電空間に向かっ
て突出した突起部を有する。図２１は、この実施の形態の構成を例示する図である。図２
１を参照すると、基板２２に形成されている複数の走査電極３の表面上に突起１５を備え
ている。
【０１００】
　対向する電極間の放電空間側に、このような突起１５を設けることにより、種となる放
電の発生する場所、及び強い放電の発生する場所を制御することができ、均一で、安定し
た放電を実現することができる。
【０１０１】
　このような効果は、放電電極を放電空間と絶縁する誘電体層上に設けるだけでなく、放
電空間に露出した電極上に突起を設けたり、突起した電極を誘電体層で覆い部分的に誘電
体層の厚さが薄くなるように構成したり、蛍光体層表面に突起を設けることによっても、
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同様にして、得られる。
【０１０２】
　次に本発明の第２８の実施の形態について説明する。この実施の形態において、共通電
極及び走査電極が同一方向に走る複数の帯状電極によって構成されており、これら複数の
帯状電極がそれぞれＲＧＢ発光色と対応しているバックライトである。
【０１０３】
　図２２に例示するように、蛍光層５を塗り分け、走査した走査電極３の位置での蛍光色
を変えることができる。この場合、ＲＧＢ各色を独立に走査することが可能となる。
【０１０４】
　図２２に示す例では、蛍光層５は、共通電極１４側に配置しているが、走査電極側でも
よい。また、両電極基板上に配置してもよい。
【０１０５】
　次に本発明の第２９の実施の形態について説明する。この実施の形態において、共通電
極及び走査電極は、互いに概ね直交する帯状電極であり、この帯状電極が、それぞれＲＧ
Ｂ発光色と対応しているバックライトである。
【０１０６】
　図２３を参照すると、この実施の形態では、共通電極１４と走査電極３が、互いに直交
する帯状電極（水平方向に走る一連の帯状電極）からなっている。この場合にも、ＲＧＢ
色を各々独立に走査することが可能である。
【０１０７】
　次に本発明の第３０の実施の形態について説明する。この実施の形態のバックライトは
、第１の基板と第２の基板の間隙にガスを封入し周辺部を封止し、第１の基板上に共通電
極と複数の走査電極を有し、電極間に電圧を印加して基板間の空間に放電を発生させ、基
板間に配置された蛍光体を励起発光させる平面型バックライトであり、走査電極を順次選
択する走査機構を有している。図２４、図２５に、この実施の形態に係るバックライトの
構成を、分解斜視図にて例示する。
【０１０８】
　図２４に示す例では、共通電極１４と走査電極３とが、同一基板２２上に存在する。共
通電極１４は平面形状が櫛歯状とされ、櫛歯の共通電極１４の間に配置されている帯状電
極の走査電極３を有する。
【０１０９】
　また、図２５に示す例では、共通電極１４は、絶縁膜２３を介して走査電極３と積層さ
れている。放電を引き起こすために、走査電極３と絶縁膜２３上に開口部１６が用意され
ている。
【０１１０】
　次に本発明の第３１の実施の形態について説明する。この実施の形態において、バック
ライトは、共通電極及び走査電極の少なくとも一方が複数の帯状の電極であり、この帯状
電極間に発光の拡張を抑止する電極が配置されている。図２６、図２７は、この実施の形
態のバックライトの構成を断面図にて示した図であり、切断線Ａ－Ａ’線は、図１６のＡ
－Ａ’線に対応している。図２６に示す例は、共通電極１４と走査電極３が基板２１、２
２にそれぞれ配置されており、図２７に示す例では、共通電極１４と走査電極３が同一基
板２２上に配置されている。
【０１１１】
　一組の共通電極１４と走査電極３の間で放電が生じる。共通電極１４と走査電極３の各
組の間に、制御電極１７を配置する。図２６に示す例では、基板２２上において、走査電
極３の間に制御電極１７が設けられている。これにより、放電が隣り合う組同士で起こり
難くさせており、放電空間を局在化させることが可能となる。
【０１１２】
　また、図２７を参照すると、基板２２上に、走査電極３と共通電極１４とが同一面上に
配置されており、一組の走査電極３と共通電極１４に対して、例えば共通電極１４と隣の
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組の走査電極との間に制御電極１７が配置されいる。これにより、放電が隣り合う組同士
で起こり難くさせ、放電空間を局在化させることが可能となる。走査電極３と共通電極１
４を覆うようにして蛍光層５が形成されている。
【０１１３】
　図２６に示した制御電極１７を有する構成は、図１５、図１６、図２４に示した電極構
造にも適用することができる。また、蛍光体の配置にかかわらず、図１８、図１９に示し
た構成にも適用可能である。
【０１１４】
　本発明の第３２の実施の形態について説明する。この実施の形態において、バックライ
トは、図２８に示すように、走査発光を開始する隣接走査線が発光していない放電発光領
域の表示発光領域外側に隣接して、少なくとも走査発光を開始する直前に放電を発生させ
ている補助放電領域を有する放電型バックライトである。図２８は、バックライトの放電
発光領域の断面の一部を示したものであり、第１、第２のガラス基板１０１、２０１を備
え、第１のガラス基板１０１には、共通電極１０２と透明誘電体層１０３を備え、第２の
ガラス基板２０１上には、走査電極２０２と白色誘電体層２０３と、蛍光体層２０４を備
え、さらに、補助放電領域には、補助放電電極１０４、遮光部１０５を備えている。図２
８の１１６はシール材である。
【０１１５】
　本発明の第３３の実施の形態において、放電型バックライトは、補助放電領域は、走査
放電発光期間中、常時、放電を維持している。
【０１１６】
　走査を開始するの先頭部分は、前の放電から時間が経過しており、隣接走査線も放電し
ていないため周辺に放電が存在しないときは放電が発生し難くなる。
【０１１７】
　そこで、図２８に示すように、この先頭の走査領域に隣接して、補助放電領域を形成し
、この補助放電領域では、先頭の走査領域に放電を発生させる直前に、放電を発生させる
か、あるいは常時、放電を維持し、放電の種となる励起原子分子あるいは電子やイオンを
供給すること（プライミング効果）により、他の走査領域と同様に、安定、且つ速やかに
立ち上がる放電を発生させることが可能である。
【０１１８】
　本発明の第３４の実施の形態の放電型バックライトは、図２８を参照すると、補助放電
領域に放電を発生させるための補助放電電極１０４の面積が、走査放電発光するための電
極２０２の面積より小さいか、あるいは補助放電電極上を被覆する誘電体層の厚さが、走
査放電発光するための電極を被覆する誘電体層の厚さより厚い構成とされる。
【０１１９】
　本発明の第３５の実施の形態について説明する。この実施の形態の液晶表示装置用放電
型バックライトにおいては、補助放電領域の周辺には、蛍光体が配置されていない。補助
放電領域で発生する放電の強度は、可能な限り小さい方が望ましい。そのため、補助放電
を発生させる電極の面積を走査部電極より狭く、あるいは電極を覆う誘電体層の厚さを走
査部より厚くすることにより、プライミング効果を減じることなく補助放電強度を適切に
抑制することができる。
【０１２０】
　あるいは、図２９に示すように、補助放電領域に、蛍光体層２０４が配置されていない
構成とすることにより、補助放電による蛍光体発光が、走査領域あるいは表示領域に回り
込むことを防ぐことができる。
【０１２１】
　本発明の第３６の実施の形態について説明する。この実施の形態の液晶表示装置用放電
型バックライトは、走査を開始する放電発光領域の外側に、常時放電を維持している領域
の放電発光の走査発光領域への侵入を低減させる隔壁（図３０の１０６）が配置されてい
る。図３０は、この実施の形態の構成を示す図である。図３０に示すように、プライミン
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グ効果を充分発生させることが可能な範囲で隔壁１０６などの遮蔽構造物により、補助放
電領域と走査領域を分離させることによって、補助放電による紫外光が走査領域の蛍光体
を励起発光させる影響を減じることが可能となる。
【０１２２】
　本発明の第３７、３８の実施の形態について説明する。これらの実施の形態の放電型バ
ックライトにおいては、走査発光を開始する領域が、表示領域の外側に配置されている。
あるいは走査発光を開始する放電電極が、表示領域の外側に配置されている。
【０１２３】
　走査発光を開始する領域が表示領域と冗長性無く一致しているとき、走査発光の先頭部
分の特殊性により、この部分がほかの部分に比べ発光特性が異なってしまう。
【０１２４】
　そこで、図３１に示すように、走査発光領域を表示領域よりも大きく取ることにより、
走査発光の先頭部分の放電発光は表示に利用せず、均一且つ安定した走査発光領域のみ利
用することが可能となり、表示の安定化、高画質化が可能となる。このような構成は、走
査放電電極を表示領域の外側にも配置しておく構造とすることで実現することができる。
【０１２５】
　次に本発明の第３９の実施の形態について説明する。この実施の形態に係る放電型バッ
クライトの駆動方法は、第１のガラス基板及び第２のガラス基板に少なくとも一方が誘電
体で覆われた電極を配置し、ガラス基板間に形成される空間にガスを封入し周辺部を封止
し、この基板間の空間に上記電極間に電圧を印加して放電を発生させ、基板間に配置され
た蛍光体を励起発光させる平面放電型バックライトにおいて、上記放電を発生させる少な
くとも一方の電極が複数の帯状の電極によって構成されており、この帯状電極のうち放電
発光させる領域の走査放電発光期間にＤＣ電圧を印加し、他方の電極に正弦波または矩形
波を印加する。図３２は、この実施の形態を説明するための図である。図３２において、
走査バイアス電圧は、走査に従い、オン状態とされた走査バイアス電圧スイッチ３０３に
接続される走査電極３０１に供給され、共通電極群３０２には、共通の信号（交流電圧）
が入力される。
【０１２６】
　ＤＣ電圧により、他方の電極に印加される交流電圧の中間電位に対する電位を変化させ
、ＤＣ電圧を印加する電極に対する交流電圧の各極性の振幅を変化させることができる。
【０１２７】
　少なくとも一方の電極が誘電体で覆われた電極間に、数ＭＨｚ以下の交流電圧が印加さ
れて発生する放電は、ある閾電圧以上になると放電が発生し、電極間に逆極性の電圧を発
生させるように、誘電体層を帯電させて終了する。
【０１２８】
　続く外部印加交流電圧は帯電による電圧に重畳し、次の放電を発生させ、電極間に逆極
性の電圧を発生させて同じく終了する。
【０１２９】
　本発明の第４０の実施の形態の駆動方法は、帯状電極に印加するＤＣ電圧を走査するこ
とによって、放電発光領域を走査する液晶表示装置用バックライトの駆動方法である。図
３３は、この実施の形態を説明するための図である。
【０１３０】
　ＤＣ電圧を印加する電極（例えば走査電極）の電位が、他方の電極（例えば共通電極）
に印加された交流電圧の中間電位にある場合、放電は安定に持続する。ＤＣ電圧を、中間
電位から外れるように印加することにより、帯電による重畳電圧を含めても、放電を発生
させる閾値電圧を越えなくなるようにすることができる。
【０１３１】
　このように、ＤＣ電圧を変化させることにより、放電発生領域を制御することができる
。この放電制御機構を利用することで、交流電圧の振幅を一定に保ったまま、帯状電極（
の走査電極）に印加するＤＣ電圧を走査することによって、放電発光領域を走査すること
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ができる。
【０１３２】
　本発明の第４１の実施の形態の駆動方法は、上記帯状電極に印加するＤＣ電圧値を変化
させることにより、走査放電発光強度を変化させる液晶表示装置用バックライトの駆動方
法である。
【０１３３】
　図３４は、この実施の形態を説明するための図である。ＤＣ電圧を、放電の発生する範
囲内で、中間電位から外すことによって、放電発光強度、ひいてはバックライトの平均輝
度を変化させることが可能である。走査バイアス電圧スイッチ３０３を介して走査電極群
３０１に供給されるＤＣ電圧を可変させている。
【０１３４】
　本発明の第４２の実施の形態の駆動方法は、上記ＤＣ電圧を印加する帯状電極の数を変
化させることにより、走査発光領域幅を変化させている。ＤＣ電圧を印加する帯状電極の
数を変化させることにより、走査発光領域の幅を容易に変化させることが可能であり、バ
ックライトの平均輝度を変化させることが可能である。
【０１３５】
　本発明の第４３の実施の形態の駆動方法は、一方の電極に印加される交流電圧の周波数
を変化させることにより、バックライトの輝度を変化させている。この駆動方法では、交
流電圧は、一方の電極にのみ印加されるので、他の特性に影響を与えることなく、容易に
、独立に、周波数を変化させることができ、バックライトの輝度の調整が容易となる。
【０１３６】
　本発明の第４４の実施の形態について説明する。この実施の形態の液晶表示装置は、液
晶表示部と上記特徴を有する放電型バックライトを有し、バックライト走査と、液晶表示
部走査が同一周期で行われる。
【０１３７】
　本発明の第４５の実施の形態に係るバックライト部の製造方法は、２枚の基板上のいず
れかに放電型バックライトを構成する走査電極、共通電極、誘電体層、蛍光層を有する複
数のバックライトの単位区画を形成し、この単位区画の放電発生領域を囲うようにシール
層を形成し、この後、２枚の基板を張り合わせて単位区画毎に切断しガス封入を行う、あ
るいは、この後、２枚の基板を張り合わせてガス封入し単位区画毎に切断を行うのいずれ
かにより一括に複数のバックライト部を得る。
【０１３８】
　図３６は、この実施の形態に係るバックライト部の製造方法を説明するための工程断面
図である。
【０１３９】
　図３６（ａ）に示すように、下基板３１５に走査電極３０７、上基板３１４に共通電極
３１３を形成する。
【０１４０】
　図３６（ｂ）に示すように、蛍光層３１２を形成する。
【０１４１】
　図３６（ｃ）に示すように、下基板３１５及び上基板３１４上にそれぞれシール部材３
１６、スペーサ（例えばガラス球スペーサ）３１７を設ける。このようにして、複数のバ
ックライトの単位区画を用意する。図３６に示す構成では、各区画あたり、１つの共通電
極に複数の走査電極が設けられている。
【０１４２】
　この後、図３６（ｄ）示すように、基板３１４、３１５を貼り合わせる。
【０１４３】
　つづいて、図３６（ｅ）に示すように、区画単位で、切断する。
【０１４４】
　つづいて図３６（ｆ）に示すように、ガス封入孔３１８からガス封入を行い封止する。
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あるいは、２枚の基板を張り合わせ、ガス封入したのちに、単位区画毎に切断を行うよう
にしてもよい。
【０１４５】
　さらに、バックライト部の走査駆動系を接続する。この後、液晶表示部１と位置合わせ
し、積層配置する。
【０１４６】
　この際、バックライト部の走査駆動系と液晶表示部の走査駆動系を同期させるために接
続する。以上のようにすれば、一回の組立工程を行うことにより、複数のバックライト部
を得ることが可能である。このため、より安価に液晶表示部走査とバックライト部走査が
同期した液晶表示装置を提供することが可能となる。
【実施例】
【０１４７】
　本発明の実施例について説明する。図３５は、本発明に用いたガス放電型バックライト
の一実施例の構成を模式的に示す断面図である。図３５を参照すると、この実施例のバッ
クライトは、第１のガラス基板１０１に酸化インジウムあるいは酸化スズを主成分とする
透明導電膜が共通電極１０２として、表示領域の全面にわたって形成され、前面基板１０
０となっている。
【０１４８】
　第２のガラス基板２０１には、発光領域を制御するための走査方向に直行する方向に並
行に配置された金属薄膜あるいは金属微粒子を主成分とする短冊状の走査電極２０２が形
成され、その上に、白色誘電体層２０３が形成され、最後に、紫外光によって励起発光す
る蛍光体層２０４が形成され、背面基板２００となっている。
【０１４９】
　本実施例では、この蛍光体層２０４からの可視発光は、液晶表示部のカラーフィルタに
適合し、白色発光が構成されるように、３波長発光蛍光体となっている。
【０１５０】
　前面基板１００と背面基板２００は、放電空間３００を構成する基板間隔を一定に保つ
ように、ガラス球スペーサ（不図示）などを介して貼り合わされ、希ガスを主成分とする
放電空間３００内のガスを、バックライトの周辺部のフリットガラスなどにより封止して
いる。
【０１５１】
　上記構成では、第１のガラス基板の放電空間３００とは反対側に共通電極１０２が全面
にわたって形成されている。
【０１５２】
　共通電極１０２は、放電空間３００側に形成されていてもよく、走査電極２０２の同一
方向あるいは直交方向に短冊状に形成されていてもよい。
【０１５３】
　これらの場合、共通電極と走査電極の間に印加される電圧によって放電が発生し、電極
間に配置された誘電体層あるいはガラス基板によって誘電体層の破壊に至る前に放電電流
が制限され、いわゆる誘電体バリア放電となるような構成になっていればよい。
【０１５４】
　また、共通電極１０２あるいは走査電極２０２の何れか表示面側に配置される電極が、
蛍光体の可視発光を充分透過する必要があり、少なくとも表示面側の電極は、透明導電材
料あるいは金属メッシュなどにより構成される。
【０１５５】
　背面基板２００上に形成される電極２０２あるいは白色誘電体層２０３は、蛍光体から
の発光を効率良く表示面側に導くような材料で構成される。白色誘電体層２０３は、酸化
チタンなど高屈折率材料微粉末を含有しており、電極２０２は、銀、アルミニウムなど可
視光に対する反射率の高い材料で構成されることが望ましい。
【０１５６】
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　背面基板２００側の電極２０２が表示領域全面にわたって面状に形成される場合、白色
誘電体層２０３に代わって、透明誘電体層を用いることもできる。
【０１５７】
　また、背面基板２００上に形成される電極２０２が、短冊状の場合、金属電極上に誘電
体層を設けないか、あるいは透明誘電体層を形成し、電極間の金属部分が構成されていな
い領域に、白色誘電体層を形成する構成としてもよい。
【０１５８】
　蛍光体層２０４は、背面基板２００上に形成されるのみでなく、表示面側前面基板１０
０上に形成しても良い。
【０１５９】
　また、可視光発光蛍光体層を用いずに、紫外光発光蛍光体を用いるか、ガス放電により
発生する紫外発光をバックライト光として取出し、走査する構成にすることも可能である
。
【０１６０】
　次に、放電型バックライトの製造方法の例を説明する。
【０１６１】
　第１のガラス基板１０１上前面に酸化インジウムを主成分とする透明導電膜を成膜し、
この透明導電膜をフォトレジストを用いたエッチングによりパターン化し、共通電極１０
２とした。
【０１６２】
　パターン化した共通電極１０２は表示領域外側で電極取出し部を有している。
【０１６３】
　共通電極１０２は、少なくとも表示領域において放電空間３００に露出しないように、
低融点ガラス材料を主成分とする誘電体ペーストをスクリーン印刷法により形成し、焼成
された透明誘電体層に被覆した。
【０１６４】
　一方、第２のガラス基板２０１上には、Ａｇ粒子を主成分とする導体ペーストをスクリ
ーン印刷法によりパターン化して塗布し、焼成することによって走査電極２０２を形成し
た。
【０１６５】
　この走査電極２０２も、表示領域外側で、電極取出し部を有する。
【０１６６】
　走査電極２０２は、少なくとも表示領域において放電空間３００に露出しないように、
白色顔料微粒子を含む低融点ガラスを主成分とする誘電体ペーストをスクリーン印刷法に
よって形成し、焼成された白色誘電体層２０３によって被覆されている。
【０１６７】
　白色誘電体層２０３上に、３波長蛍光体をスクリーン印刷法により形成、焼成し、蛍光
体層とした。
【０１６８】
　その後、第１及び第２のガラス基板の表示領域外側周辺部にフリットガラスペーストを
ディスペンサにより閉じた線状に吐出形成し、予備焼成を行った。
【０１６９】
　背面基板にはガス導入用の孔及びガラス配管からなる排気管が形成されている。
【０１７０】
　上記前面基板と背面基板の間に直径０．１～２ｍｍのスペーサ用ガラス球を散布し、目
合わせして焼成し貼り合わせバックライトパネルとした。
【０１７１】
　封止後のガラススペーサの移動を防止するために、上記透明誘電体層あるいは白色誘電
体層などガラススペーサと接する部分は、数～数１０μｍの凹凸があるほうが望ましい。
【０１７２】
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　上記貼り合わせたバックライトパネルを排気管を通して真空に排気し、同時にバックラ
イトパネル内に残留するガスを速やかに排気するために加熱した。
【０１７３】
　十分加熱排気した後、バックライトパネルの温度を低下させ、バックライトパネル内の
放電空間３００に、放電ガスとなるＸｅガスを６００ｈＰａ封入し、排気管を閉じた。
【０１７４】
　この放電ガスはＸｅの他にＡｒ，Ｋｒ，窒素の純ガス、あるいはＨｅ，Ｎｅを含むこれ
ら希ガスの混合ガスを用いることができる。ガス組成は、上述の誘電体層の厚さと共に、
発光輝度及び駆動電圧を最適化させて用いることができる。
【０１７５】
　次に本実施例に用いた放電型バックライトの走査駆動方法を説明する。
【０１７６】
　図３３に示すように、共通電極には数ｋＨｚ～数１０ＭＨｚの矩形波あるいは正弦波が
印加されている。
【０１７７】
　図３３に示すように、放電発光させない走査電極には共通電極に印加される交流電圧の
中間電圧から外れた電圧を印加する。
【０１７８】
　放電発光させる走査電極には共通電極に印加される交流電圧のほぼ中間電圧の電圧を印
加する。
【０１７９】
　走査電極の電圧が中間電圧にある領域では、共通電極と走査電極の間に存在する誘電体
層の放電空間側表面を帯電させ、放電は一度は、収束する。しかし、直ちに印加される共
通電極の逆極性の電圧により、逆極性の放電が発生し、これらを繰り返し継続しながら放
電が維持される。
【０１８０】
　一方、走査電極の電圧が共通電極の中間電圧より大きく外れている場合には、一度大き
な電位差で放電が発生し帯電により放電が収束してしまうと、次の逆極性の電圧では電位
差が小さく、放電を継続して発生しないようにすることができる。
【０１８１】
　また、この走査電極に印加する電圧によって、発光輝度を変化させることができる。
【０１８２】
　走査電極に印加される電圧を、単走査線あるいは複数の走査線ブロック毎に走査させる
ことによって、発光する走査線を選択しながら走査発光させることが可能である。
【０１８３】
　走査電極への電圧変調は、例えば電界効果トランジスタなどを用いたスイッチにより高
速に行うことができる。
【０１８４】
　次に本発明の走査バックライトの走査発光特性を、より良好にする構造及び駆動方法に
ついて説明する。
【０１８５】
　上記走査放電を実行させる場合、周辺に放電が無い走査発光の開始領域では放電が不安
定であった。
【０１８６】
　そこで、図２８に示すように、表示領域の外側に、走査発光の開始領域に隣接して、常
時あるいは走査発光を開始する直前に、放電が維持される補助放電領域を、補助放電電極
１０４により形成した。
【０１８７】
　これらの電極は、共通電極や走査電極と同じプロセスを用いて形成することができる。
この補助放電により、走査発光の開始領域に、イオン、電子あるいは励起原子分子を供給
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し、走査放電の開始を安定化させることができた。
【０１８８】
　また、補助放電電極１０４は、放電が安定に維持できる範囲で小面積、且つ誘電体層の
厚さを厚くして、放電発光を抑えた方がよい。また、補助放電発光が表示領域に漏れるこ
とを防止するために、補助放電領域の表示面側に遮光部１０５（図２８参照）を形成した
。
【０１８９】
　また、補助放電が可視光に変換されるのを抑えるために、図２９に示すように補助放電
電極領域に蛍光体を配置しないことも効果的である。
【０１９０】
　更に、図３０に示すように、補助放電領域と走査放電領域を分離する補助放電発光遮蔽
隔壁１０６を、補助放電の効果を必要以上に減じない範囲で形成することも、補助放電発
光が表示領域に漏れることを防止する上で、有効である。
【０１９１】
　補助放電領域に印加される電圧は、走査放電領域と同一でも良く、別の駆動回路を有し
ていても良い。
【０１９２】
　別の駆動回路を有する場合では、駆動回路に要するコストは上昇したが、補助放電強度
を独立に制御することができ、表示性能と駆動性能をより容易に最適化することができた
。
【０１９３】
　次にバックライト走査発光特性を更に良好にするために、図３１に示すように液晶表示
部の表示領域の外側にも放電型バックライトの走査電極を配置し、液晶表示部の走査位置
とバックライトの走査位置を同期させ、概ね同一の走査の速さで走査を行っている。
【０１９４】
　放電型バックライトでは、放電端部での発光が、中央部での発光と均一性において異な
る、あるいは、ばらつくこともあり、このようにバックライトの走査発光領域に冗長性を
持たせることで、バックライト、ひいては、走査型バックライトを用いて走査駆動を行う
液晶表示パネルの表示特性を高い信頼性で実現することができた。
【０１９５】
　前述の補助放電との組合せにより、発光及び駆動特性が更に良好となることは勿論であ
る。
【０１９６】
　次に三原色（ＲＧＢ）別の走査発光が可能な放電型バックライトの実施例を説明する。
【０１９７】
　本実施例においては、共通電極あるいは走査電極の少なくとも一方が、ＲＧＢの何れか
の発光色の塗布領域と対応している。
【０１９８】
　例えば、背面基板には走査電極が短冊状に形成され、この短冊状電極を含む領域を仕切
るように１００μｍから数ｍｍの高さを有するストライプ状の隔壁を形成する。この隔壁
の内側壁面に白色誘電体層を形成し、ＲＧＢ蛍光体層を順番に塗布する。
【０１９９】
　白色誘電体層を短冊状走査電極の放電表示領域の全体を覆うように形成した後、ストラ
イプ状隔壁、ＲＧＢ塗り分け蛍光体を形成してもよい。共通電極を有する前面基板は前述
の通り作製し、背面基板と貼り合わせＲＧＢ走査型バックライトとした。
【０２００】
　共通電極には数ｋＨｚから数１０ＭＨｚの矩形波あるいは正弦波を印加し、走査電極の
電圧をＲＧＢ別の領域で発光し走査されるように印加した。
【０２０１】
　ＲＧＢ発光領域がとびとびの縞状になる点は、拡散板により抑制することができ、均一
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なＲＧＢ発光領域を別々に走査することができる。このようにすることで、カラーフィル
タを用いずに開口率が高く、光利用率の高い液晶表示パネルを構成することができる。光
利用率を高くできることで、発光輝度の向上と消費電力の低減が可能である。
【０２０２】
　本実施例では、上記ガス放電を用いる放電型バックライトを用いて説明したが、バック
ライトは真空中で電子を加速して蛍光体に入射させて発光させる、例えばフィールドエミ
ッション型バックライト、あるいはエレクトロルミネッセンス光を用いる、例えば有機エ
レクトロルミネッセント型バックライトであっても良い。
【０２０３】
　以上本発明を上記実施の形態及び実施例に即して説明したが、本発明は、上記実施例等
の構成にのみ限定されるものでなく、特許請求の範囲の各請求項の範囲内で当業者がなし
得るであろう各種変形、修正を含むことは勿論である。
【図面の簡単な説明】
【０２０４】
【図１】本発明の第１の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図２】本発明の第１の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図３】本発明の第２の実施の形態を説明するためのタイミング図である。
【図４】本発明の第４の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図５】本発明の第４の実施の形態を説明するためのタイミング図である。
【図６】本発明の第５の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図７】本発明の第９の実施の形態を説明するためのタイミング図である。
【図８】本発明の第１２の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図９】本発明の第１２の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図１０】本発明の第１２の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図１１】本発明の第１８の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図１２】本発明の第２０の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図１３】本発明の第２１の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図１４】本発明の第２２の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図１５】本発明の第２４の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図１６】本発明の第２５の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図１７】本発明の第２５の実施の形態の構成を説明するための図であり、図１６のＡ－
Ａ’線の断面図である。
【図１８】本発明の第２５の実施の形態の構成を説明するための図であり、図１６のＡ－
Ａ’線の断面図である。
【図１９】本発明の第２５の実施の形態の構成を説明するための図であり、図１６のＡ－
Ａ’線の断面図である。
【図２０】本発明の第２６の実施の形態の構成を説明するための断面図である。
【図２１】本発明の第２７の実施の形態の構成を説明するための断面図である。
【図２２】本発明の第２８の実施の形態の構成を説明するための断面図である。
【図２３】本発明の第２９の実施の形態の構成を説明するための断面図である。
【図２４】本発明の第３０の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図２５】本発明の第３０の実施の形態の構成を説明するための図である。
【図２６】本発明の第３１の実施の形態の構成を説明するための断面図である。
【図２７】本発明の第３１の実施の形態の構成を説明するための断面図である。
【図２８】本発明の第３２～３４の実施の形態の構成を説明するための断面図である。
【図２９】本発明の第３５の実施の形態の構成を説明するための断面図である。
【図３０】本発明の第３６の実施の形態の構成を説明するための断面図である。
【図３１】本発明の第３７、３８の実施の形態の構成を説明するための断面図である。
【図３２】本発明の第３９の実施の形態の電極配線を説明するための図である。
【図３３】本発明の第４０の実施の形態の駆動電圧波形を示す図である。
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【図３４】本発明の第４１の実施の形態の構成を説明するための断面図である。
【図３５】本発明の放電型バックライトの基本構成を説明するための断面図である。
【図３６】本発明の第４５の実施の形態の製造工程を説明するための図である。
【符号の説明】
【０２０５】
　１　液晶表示部
　２　バックライト部
　３　走査電極
　４　バックライト部の走査単位
　５　蛍光層
　６　光拡散層
　７　プリズム層
　８　ＥＭＩ対策フィルタ層
　９　赤外線吸収あるいは反射フィルタ層
　１０　走査線取り出し
　１１　信号線取り出し
　１２　ガス層
　１３　バックライト部走査
　１４　共通電極
　１５　突起
　１６　開口部
　１７　制御電極
　２１、２２　基板
　２３　絶縁膜
　１００　前面基板
　１０１　第１のガラス基板
　１０２　共通電極
　１０３　透明誘電体層
　１０４　補助放電電極
　１０５　遮光部
　１０６　補助放電発光遮光隔壁
　１１６　シール
　２００　背面基板
　２０１　第２のガラス基板
　２０２　走査電極
　２０３　白色誘電体層
　２０４　蛍光体層
　３００　放電空間
　３０１　走査電極群
　３０２　共通電極群
　３０３　走査バイアス電圧スイッチ
　３０７　走査電極
　３１２　蛍光層
　３１３　共通電極
　３１４　上基板
　３１５　下基板
　３１６　シール
　３１７　スペーサ
　３１８　ガス封入孔
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